
 

2024年はこんな年！ 世の中の動きをチェックしよう 

【 受 講 者 募 集 の ご 案 内 】 

BOAF 2024 SEMINAR ＆ WORK 「 SDGs 経営導入コース 」 

～ SDGsの取組みを通して持続する成長企業を目指す ～ 

日 程 : 2/9（金）、 2/20（火）、 3/7（木）、 3/26（火） ※計 4回 

対 象 者 : 経営者、後継者、経営幹部 

受 講 料 : 1社 2万円（全 4回通し） ※3名様まで 

受講方法 : オンライン（Zoom） ※第 3回目のみオンライン・会場ハイブリッド開催 

お申込み : URLまたはQRコードからお申込みください。 

URL：https://ws.formzu.net/dist/S57285930/ 

お問合せ : (一社)SDGs・ESG経営コンソーシアム 事務局 ベイヒルズ税理士法人 海老原 TEL 045-450-6701 

https://www.bayhills.co.jp/boaf_seminar_work_2024/ 
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経営に関わる主な制度改正 
(1) 電子取引データの電子保存の本格義務化 

2024年 1月 1日から、電子取引データの電子データ
による保存が本格的に義務化され、原則として、「電子取
引データの紙による保存」が認められなくなります。 

(2) 暦年課税制度・相続時精算課税制度の見直し 

これまで 3年以内だった暦年課税制度における相続前
贈与の加算期間が、２０２４年１月１日以後の贈与からは 7
年以内に順次延長されます。 

また、相続時精算課税制度には、２０２４年 1 月 1 日以
後の贈与から、特別控除 2,500万円とは別に、毎年 110
万円の基礎控除が新設されます。

(3) 建設業・自動車運転の業務・医師の残業規制開始 
2024年 4月 1日から建設業・自動車運転の業務・医

師の時間外労働の上限規制が始まります。 

(4) 相続登記の義務化 

2024年 4月 1日から相続または遺贈によって家や土
地等の不動産を取得した際には 3年以内に登記しなけれ
ばなりません。 

(5) 社会保険の適用拡大  

2024年 10月 1日から、「従業員 51人以上」の企業
を対象に、一定の条件を満たすパート・アルバイト従業員
への社会保険適用義務が広げられます。 

出典：TKC事務所通信 
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・建設業・自動車運転の業務・医師の残業規制開始…(3) 
・相続登記の義務化…（4） 
・労働条件の明示事項追加 

 

4月 1日 

 

世界パラ陸上競技選手権大会 
（神戸開催） 

5月 17日～25日 

 

新紙幣流通開始 

7月前半 

 

夏季オリンピック・パラリンピック 
（パリ開催） 

7月 26日～9月 8日 

 

アメリカ合衆国大統領選挙 

11月5日 

6.3 

・電子取引データの電子保存の本格義務化…(1) 
・ 新 NISA開始 
・暦年課税制度・相続時精算課税制度の見直し…(2) 

1月 1日 

 

・社会保険の適用拡大…(5) 

10月 1日 

 

・フリーランス保護新法施行 
・マイナンバーカードと保険証の一体化 

秋ごろ 
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